
 
 

 県営住宅及び特定公共賃貸住宅指定管理者審査基準 

 

【第１次審査基準】（申請者が４社以上の場合に実施） 

項  目 審   査   基   準 配点 

１管理業務に当たっての基本方

 針 

管理の理念・方針が県営住宅の設置目的に合致しているか １０ 

入居者及び入居希望者に対して公平・公正なサービスがなされるか １０ 

２管理業務の実施方針 ①管理業務にかかる組織体制、②団地管理（巡回を含む）の方法及

び体制、③入居関係手続の窓口対応について、仕様書及び県営住宅

管理マニュアルで定める業務水準を満たす方法・体制は確立されて

いるか 

１０ 

修繕・保守管理経費の縮減策について、最小の費用で最大の効果が

計られる工夫がなされているか 
１０ 

入居者への利便性の向上に資する新しいサービスの提供を示してい

るか 
１０ 

３申請者の状況 応募者の組織全体の中で、指定管理業務に参入した場合の経営的余

裕状況に問題はないか 
１０ 

４管理業務の経費見積 県が示す指定管理料提案額に対し、経費削減の工夫がなされている

かどうか 
１０ 

 配  点  合  計 ７０ 

【第２次審査基準】 

審   査   基   準 
配点 

大項目 事業計画書の項目 評 価 基 準 

１管理業

務 に 当

た っ て

の 基 本

方針 

(1)管理の理念・方針 
公の施設を管理する者としての意欲・責任が感じられるか ２０ 

運営管理の方針が県営住宅の設置目的に合致しているか ２０ 

(2)県民へのｻｰﾋﾞｽに

ついての考え方 
入居者及び入居希望者に対して公平・公正なサービスがなされるか ２０ 

(3)県が進める施策

の実現に関する取

組 

三重県が重点的に推進する施策を理解し、指定管理者の立場から県

施策の実現に取り組む姿勢が感じられるか 
２０ 

小  計 ８０ 

２管理業

務 の 実

施方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)管理体制 

①管理業務にかかる組織体制は、仕様書及び県営住宅管理マニュア

ルで定める業務水準を満たしているか 
２０ 

②団地管理（巡回を含む）の方法及び体制、③入居関係手続の窓口

対応について、仕様書及び県営住宅管理マニュアルで定める業務水

準を満たす方法・体制は確立されているか 

２０ 

(2)職員の配置計画 業務遂行に当たって、適材適所に適正な人数が配置されているか ２０ 

(3)職員の研修計画 人材育成方針及び研修計画は適切であるか ２０ 

(4)管理業務の実施

方針 

 

 

 

 

①入居者の要望・苦情処理対応について、処理マニュアル等が確立

されているか 
２０ 

②生活弱者について理解しているか、また、その対応等が確立され

ているか 
２０ 

③不法入居者等に対する取り締まり体制、対象者の発見及び指導、

県への報告（協力）体制が確立されているか 
２０ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④入居募集対策修繕について、入居率の向上のために、修繕期間の

短縮等様々な工夫がなされているか 
２０ 

⑤公営住宅管理システムデータのセキュリティ管理は十分か 

ア 外部への情報漏洩の防止 

イ データの扱いに関する職員への周知・教育 

２０ 

⑥修繕・保守管理経費の縮減策について、最小の費用で最大の効果

が計られる工夫がなされているか 
３０ 

⑦修繕・保守管理の作業員及び入居者等に対する安全管理方針は確

立されているか 
２０ 

(5)入居者サービス

向上策 

①入居者への利便性の向上に資する新しいサービスの提供を示して

いるか 
２０ 

 
②住棟及び附属建築物をその状態に応じて点検・管理し、その点検

結果を共有する体制を確立しているか 
２０ 

 
➂入居者からの修繕の依頼に迅速かつ誠実に対応できる体制を確立

しているか 
２０ 

(6)個人情報等の取

扱い 

個人情報の保護・情報公開に対する考え方と取組は適切なものであ

るか 
２０ 

(7)緊急時の対応・対

策 

 

①夜間・休日における対応・体制は適切であるか ２０ 

②災害に備えた準備、災害時における対応・体制は適切であるか（特

に、入居者の６割を超える高齢者への対応） 
３０ 

(8)その他の提案 

①業務に関しての提案（例：地域コミュニティ向上につながる取組、

業務の効率化、建物・設備等の長寿命化対策等について） 
３０ 

②県が提起する課

題の解決方法 

ア 入居率の向上について（施設の有効活用

策を含む。） 
５０ 

イ 孤立死防止の取組について ２０ 

ウ 外国人に対するコミュニケーション手段

の充実について 
２０ 

小  計 ４８０ 

３申請者

の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)申請団体の概要 

（人員確保策を含む。） 

指定管理業務を安定して実施するうえでの人員確保策はどのような

ものか 
１０ 

(2)経営状況表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財政状態に問題はないか。 

①手元流動比率 

何か月分の売上相当現金と現金等価物があるかを図る尺度 

多いほどよい 

②流動比率 

１００％以上で当面の支払能力あり 

③固定比率 

１００％以下であることが望ましい 

④自己資本比率 

多いほどよい 

２０ 

売上・損益の推移に問題はないか ２０ 

小  計 ５０ 

４管理業

務 の 経

費見積 

 

 

(1)管理費関係経費

見積 

(2)維持・修繕費関係

経費見積 

県が示す指定管理料提案額に対する見積額の割合 １０ 

県が示す指定管理料提案額に対し、経費削減の工夫がなされている

かどうか 
１０ 

小  計 ２０ 

 配  点  合  計  ６３０ 

 

 

 

 



【留意点】 

 

１ 入居者及び入居希望者に対するサービスの品質確保の観点から、大項目「２管理業務の実施方

針」の得点（満点４８０点×５委員＝２，４００点）が、１，４４０点（５段階評価で「３」相

当）未満の場合は、指定管理候補者として選定しないこととします。 

  

２ 複数の申請者の採点結果が同点になった場合は、次の大項目の順番で点数を比較し、高得点と

なった者を上位の順位とします。なお、全ての大項目で同点の場合には、委員会の多数決で決定

することとします。 

   

① 「２管理業務の実施方針」 

② 「１管理業務に当たっての基本方針」 

③ 「４管理業務の経費見積」 

④ 「３申請者の状況」 

 

 


